
国際貿易と市場構造

戦間期の日本の硫安工業を中心に‡

アニル　コスラ

1序説

　本研究の目的は国際貿易が市場構造に及ぼす影響を分析することである．従

来の議論は，ある産業が国内市場において独占的または寡占的な状況にあった

としても，自由な国際貿易はその産業を競争的にするための十分条件であると

している．例えぱ，G・Haberler（1959）はr自由国際貿易は独占禁止政策と

して，また健全な自由競争を保証するための最も有カな手段である・」（p・10・

筆者訳）と主張している．例外としては，ある国の国内生産者が外国の供給者

より技術面で絶対的に優れており内外の市場間で差別的な行動を行える時，ま

たは国内市場が外国の供給者を無視できるほど大きい時といったニケースだけ

が考えられてきた．従来の市場構造に関する議論のこの結論は国際供給の価格

弾カ性が無隈であり，供給が個椿の変化にすぐに反応するといった想定に依存

している．だが，この想定がどの産業でもどの時期でも成立するとは必ずしも

言えない．なぜなら国際供給曲線が硬直的で価椿に対する反応が鈍いケースも

十分に考えられるからである．

＊　この諭文は，著者が1984年一橋犬学経済学研究科に提出した修士論文を基に作

成したものである．指導教官である寺西重郎教授をはじめ一橋犬学経済研究所の清

川教授，尾高教授の諸氏から貴重なコメントをいただいた。ここに謝意を述ぺてお

　きたい．また，日本語文作成にあたっては同僚の塚原氏と私の妻恭子に手を入れて

　もらいました．言うまでもなく，この論文の内容に関する責任は筆者だけにある・
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（42） 一橋論叢　第101巻　第6号

　例えぱ，高い固定費用を要する産業のケースを考えてみよう．固定費用が高

い産業では，需要が急増したとしてもすぐに設備を拡大し，需要増に応じるこ

とは困難である．また国際取引が一般に契約にもとづいて行われるから，契約

を破棄して輸出先を変えることは大きなコストを伴う．さらに，国際契約を結

ぶ段階から取引が完結されるまで時間を要するがゆえに，外国供給者が供給す

る量とその価格は国内市場で生産し供給する自国供給者より先に決定されると

想定できるので，固定費用の高い産業では短期的な国際供給曲線が固定され，

国内価楕の変化に対しての反応度が低くなりうる．また，国内企業は外国から

の供給量とその価楕が分かっているから，残余市場で独占または寡占的な行動

を行うことができる・勿論，国内製品が高い価格で売られているから時間の経

過に伴って外輿からの供給が増え価格が低下する．しかし，世界的に生産能カ

に余剰が現れない限り，国内企業は国内製品の価格を下げながらも輸入製品の

価格より高い価格をつけ，余剰利潤を得ることができる．これはまさに独占ま

たは寡占的企業行動の本質だと恩われる．このように，本研究では国際的に自

由貿易が行われているにもかかわらず，国内の生産者によって寡占的な価椿設

定のなされるケースが成立しうるという結果が導き出される．

　当論文では，上述のモデルの現実性を確かめるために戦間期の日本の硫安コニ

業を例にとり，実証分析を行なうことにした．産業と時期の選択は研究の目的、

つまり国際貿易が市場構造に与える影響，を最も明確に捉えるように行なわれ

た・第一に，日本の硫安工業の発展は第一次世界大戦から本格的に始まったが、

高い初期コスト（Set－up　COStS）を伴うため企業数は少なく生産の殆どは上位

の2－3企業に集中していた・この意味で硫安産業は国内市場においては寡占

的であったと言えよう。第二に，この産業の場合，日本政府が自国生産者保護

のための貿易制限を何も行なっていなかった．第三に，硫安工業の場合，製晶

が比鮫的同質的で内外の製晶にはあまり製品差別化が見られなかった．それゆ

え戦間期における日本の硫安産業は伝統的な市場構造の議論が想定する自由貿

易から見て，最も理想的な状況におかれていたことになる．第四に，1910年代L

の硫安製造技術には画期的な技術進歩がみら呼たにもかかわらず・1928年以
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国際貿易と市場跨造 （43）

降の世界的な農業木振と世界恐悦が重なるまで世界的に硫安の生産が需要に追

いつかなかったこともあり，われわれのモデノレの枠組みにものりやすい産業で

あつた．

　分析の結果を先取りすれぱ，戦間期日本の硫安工業には，われわれのモデル

に対応する行動が見られる・192葛一29年まで硫安の世界的需給バランスが遍迫

していた時期に日本の国産硫安の価格は下がりながらも輸入晶の価格を上回っ

ていた．1920年代後半から世界的に需給パランスがよくなり，ユ928年から，

農業不振の影響もあって，余剰生産能カが現われた．このため硫安の輸入価格

も暴落した．この時点から国産硫安の価格が急に輸入品の価椿を下回るように

なった．1920年代後半には日本の硫安製造方法には大きな変化がなかったこ

とと戦間期における硫安貿易が完全に自由であったことを考慮すると，1920年

代の日本の硫安製造者が自由貿易にもかかわらず，寡占的な価樒設定を行って

いたことは明らかである・この結果はまた企業の利潤率の変化からも読み取る

ことができる．

　以下この論文は次のよらに構成される．第2節は国際貿易と市場構造の関係

を理論的に捉えている・ここでは，伝統的な市場構造の考え方に基づいて国際

貿易が市場構造に及ぼす影響を考え，その欠点を明らかにし，代替的な枠組み

を提供する一第3節は戦間期日本の硫安工業の特徴を概観し，国内における市

場構造について簡単に触れる・第4節は当時硫安産業がおかれていた世界の状

況と日本の企業の行動と成果から，われわれの主張を検証する、第5節は全体

の議論を要約する．

2国際貿易と市場構造一理論的考察

　市場構造を考える場合，問題とされるのは企業の数である．伝統的な議論に

よれぱ，企業数が多けれぱ多いほど市場は競争的である．企業数が多い産業で

は，各々の企業が直面する需要関数が水平で一つの企業は価格または生産量を

意図的に調整することができない．この場合，価格（平均収入）が限界収入に

等しいのだから，企業の限界費用が価楕に等しくなるように生産量が決定され
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（44） 一橋論叢第101巻第6号

る．その反面，一つの企業しかない産業の場合，企業家は生産量または価樒の

いずれかを設定することができ，スーバーノーマルな利潤を得ることができる・

なぜならぱ，独占企業の揚合，利潤最大化のための必要条件（限界費用が隈界

収入に等しい）が満たされるとき，隈界費用が価楕に等しくならないからであ

る．これは，また，独占企業が直面する需要蘭数が必ず右下がりであることを

示している1）．独占企業によるこのような行動は，企業利潤の増加をもたらす

という意味でのメリットをもつが，消費者にとづて，また資源配分の観点から

望ましくないと考えられている．なぜなら，市場構造が問魑となるのは，非競

争的市場構造がもたらすメリットがそれがもたらすデメリットを下回っている

と考えられているからである2）．

　以下ではまず，国内市場が非競争的であるとき，国際貿易がどのような影響

を与えるかの伝統的な議論に基づく説明（基本モデル）を行なっておこう．

　2．1基本モデル

　国際貿易が国内市場構造を決定する諸要素にどの様な影響を与えるかは，少

なくとも19アO年代初頭まで，重視されていなかった‘）．これは市場構造分析を

対象に行なわれた研究のほとんどが米国市場中心であったことに原因があると

恩われる．当時の米国は技術面で他の国より優れていたこと，また米国市場が

非常に大きかったという点から外国の生産者が国内市場に与える影響について

は何の考慮をする必要もなかった．1970年代に入るとこのような状況が成り

立たなくなり，初めて国際貿易を明確に取り入れた市場構造分析にが着手され

るようになった4）．

　国際貿易の下での市場構造の理論的な枠組みは，一般にLaw「ence　White

（1974）の議論に基づくものが多いが，ここではCaves（1980）の図形を使って

基本的な考え方を説明しよう。

　図1のDD’曲線は国内需要を表わしている．1〕ωは国際市場における価樒

で，単純化のため国際供給線は完金に弾カ的であると仮定する．片は運送費

と保険料を含んだ輸入品の国内市場における価格である．さらに，貿易は完全

に自由であると仮定しよう．このとき，国内生産者が直面している有効需要曲
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国際貿易と市場構造 （45）

線は〃0刀Fである．なぜなら，乃よりも高い価格で輸入品が全市場を支配

するようになるし，P仙で国内生産者はいくらでも輸出できるからである5）．

　　　　　　　　　　　　　　　　図1

価
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　さて・この枠組みの申で国内市場構造のあり方について考えてみよう．まず，

国内市場における費用条件は〃0、で表わされているとしよう．このとき，国

内市場が独占的であれ競争的であれ，国際貿易があれぱ市場は必ず競争的にな

り，Pμだけが自国供給により賄われ畑が輸入される．国内費用条件が〃0匿

であれぱ，議論は多少複雑になる．この場合，国内市場が非競争的であれぱ国

内生産者による隈界費用を上回る価格設定が可能であり，P也が上限になる．

それゆえ，運送費，保険料を含んでいる範囲以内では国内企業が独占カを発揮

することができる6〕．さらに，国内費用条件が〃03の様な曲線で表わされて

いるとき，いろいろな可能性が出てくる．国内市場が完全に競争的であるとき，

輸入が排除され，亙ア分だけ輸出される、だが，国内生産市場が非競争的な場

合，結論は必ずしも明確ではない．国内生産者が国の内外の市場で完全に価格

差別化を行なうことができるならぱ，国内市場における独占的行動は可能にな

りうる。価格弾カ性が低い国内市場では高い価格をつけ，弾カ性が高い世界市

場では低い価権をつけることによって企業は高い利潤を得られるη、しかし，

これは外国が反ダンビング規制を行なっていない時だけにおいて可能である．
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毛し反ダンビング規制が行なわれているならぱ，国内生産者は輸出をあきらめ

て国内市場だけで利潤遣求するか，または世界市場で決まる価格で輸出するか

という選択を余儀なくされる・企業がどちらをとるか自明ではない・、後者を選

択した場合，国内市場が競争的になるのは明らかである．

　上述の基本モデルを理解するにあたって最も注意すべきことは，費用条件が

どうであれ，国内生産者が運送費と保険料を含む輸入価格を上回る価楕を設定　　　　．

することはできないという点である．でなけれぱ，国内市場は全部輸入品に奪

われることになる．以下で議論するように，この結果は従来の分析におけるい

くつかの仮定に依存している．この仮定を緩めれば緒論も変わってくるであろ

う．

　2．2基本モデルの問題点

　基本モデルの明確なかつ暗黙の仮定さえ満たされていれぱ，上述の議論には

イ可の間題もない．だが，全ての仮定が満たされる保証はない．ここでは，基本

モデルの最も重要な仮定，すなわち輸入国に対して世界供給線が無限に弾カ的

であり，輸入国の価楕変化にすぐに反応するという仮定，を中心に議論を進め

よう．この仮定は，世界供給が完全に伸縮的であり輸入国の市場価椿が変化す

るとすぐに輸入が増えたり滅ったりするということであり，輸入国が小国であ

るという仮定に他ならない。

　上述の基本モデルの仮定が満たされるにはどの様な条件が必要かを考えてみ

よう．世界供給が完全に伸縮的になるのは以下の三つのケースのいずれかに相

当する場合と考えられる：（1）輸出国が十分に大きい生産能カを持っており，

需要があれば（輸入国の市場で価格が上がれぱ）いくらでも供給を増やせるケ

ース1（2）輸出国がより短時間で新規設備を設けることができ，また輸出需要

充けを頼りに生産能カを増やす意志を持っているケース；（3）輸出国が他の輸

出先から供給転換できるケース，である．

　第三のケースは一番考えにくいケースである．なぜなら，国際取引は一般に

契約に基づいて行なわれるから供給先を簡単には換えることはできない・国際1

契約を破棄することは金銭的なコストだけでなく輸出国の弼1相手としての信
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瀬性にも大きく関わっているからである．第一及び第二のケースは可能である

が・いくつかの特殊な状況以外では困難であると考えられる．まず，第一のケ

ースの場含，輸出国がなんらかの理由で余剰生産能カを持っていなけれぱ供給

を増やすことはできない・なお，生産能カが余剰になり得る理由の一つには当

該産業（または経済）が不況に直面しているときと考えられる．また，市場構

．造の議論の観点から，輸出国の市場構造が非競争的で生産者が薪規参入防止の

ため余剰生産能カを持つことがあり得る8）．このような状況以外に不確実な外

需のために余剰能カを持つのはあまり諌得的ではない．第二のケースは産業の

設立費用（セヅトァップコスト）が小さい産業では十分に説得的であるが，セ

ヅトアヅプコストの高い産業の場合は必ずしもそうではない．これはまた国際

貿易に伴う不確実性に基づいている．輸入国が当産業を自国で設立するために

行える保謹政策，価格または為替に対する不確実性などがそれにあたる．

　上述の議論により，国際供給線が少なくとも短期的には非弾カ的（垂直）に

なりうる可能性が高いことが示された．これに加えて，輸入数量及び価格が国

産のそれに先立って決定されると想定するのが自然である．なぜなら，さきに

述べたように，国際取引が契約に基づいて行なわれるので，契約する時点から

輸入国の市場に輸入品が現われるまで幾分か時間を要するのに対して，国内市

場で生産して販売する自国業者は国内品の供給を比較的迅速に調整できるから

である・このような状況，つまり国際供給線が非弾カ的で輪入品の数量及ぴ価

格が国内品のそれよりさきに決定されるような場含，基本モデルの結果は必ず

しも成り立たない・以下では上述した状況を考慮して自由貿易が国内の市場構

造に与える影響を分析する枠組みを示すことにしよう．

　2．3　自由貿易と市場構造一非弾カ的な世界供給のケース

　世界供給線が非弾カ的であるとき，塞本モデルから導かれる国内市場構造へ

の影響がどの様に変化していくかを分析するために，同質の製品を生産し高い

設備費用を要する産業を考えてみよう．今，国内市場が一企業によって独占さ

れていると仮定する．ただし，自由貿易が許されるならぱ，基本モデルから国

内市場は完全に競争的になる（運送及ぴ保険コストを無視する）はずである．
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（48） 一橘論叢第101巻第6号

というのは，国内市場を独占していても，国内企業が輸入品価格より高い価格

を設定することはできないからだ．そこで，世界供給関数が以下のような状況

におかれていると仮定してみよう．

　イ）輸入契約を交渉してから輸入が現に国内市場に現われるまで時間がかか

るので，輸入品の数量及ぴ価格が国内のそれより先に決まる．

　口）国際取引は契約が原則で，一度緒んだ契約を破棄することは困難であり，

そうした場合，高いコストを伴う．

　ハ）世界的にみて，この産業は大きな余剰生産能カを持っていない．このこ

とは，この産業が不況に直面していないことと新規参入防止のため戦略的余剰

能カを持たないことを示唆している．

　二）最後に，国際取引が不確実性を伴い，産業が高い設備費用を要すること

を考慮に入れると，輸出業者は輸出需要だけを頼りに新規設備を設けようとし

ない．

　以上のような仮定の下では，貿易障壁がなくても，国内業者は輸入品の価格

より高い価格を設定し独占的な行動を行えるという結論が簡単に導かれる．上

述の（イ）により，国内市場において国内供給の調整速度が輸入のそれより遠

いことが分かる．また，輸入量及ぴ価格が契約時点で決まるので，外国の生産

者（輸出者）は輸出が輸入国の市場に着く時点での世界需給が均衡になるよう

な価樒を設定するであろう．このために，輸入国が持っている生産能カも考慮

に入れた上で価格と量が決まる．このように決定される国内市場における輸入

品の価格と量は（口），（ハ）と（二）の仮定により，特に短期的に固定される．

　なお，国内生産者は予め輸入価格と量を知っているから，輸入が国内市場に

出回る時点での残余市場を考え，自社の生産を調整することによって輸入価格

より高い価格を設定しスーパーノーマルな利潤を獲得できる．こう考えると，

完全な自由貿易の下で国内市場が完全に競争的になるという基本モデルの結論

は成り立たなくなる．以上の議論は図2を使って確認できる．

　図のDD’菌線は輸入国のε期における需要曲線である．ここでまは契約を

結んだ後，実際に輸入が国内市場に到着するまでに要する時間である．今，輸
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出国の業者は，輸入国の需給状況を合めて世界的な需要と供給が均衡するよう

な価格を設定することにより，この市場に舌期にどれだけ輸出するかを決める．

　　　　　　　　　　　　　　　　図2

価

格

費

用

一Dユ

輸入業者の予想外の利潤

〃c

ハ

1〕’

κ

’〃R　　　　〃

Q｛　　Φ　　　　数量

図2ではP｛は世界市場で決まった価格で，9｛がこの国に割り当てられた輸

入量である・f期における輸入量がこのように決まったところで，輸入国にと

って‘期における国際供給線は垂直になる．なお，国内企業は契約されたf期

における輸入数量及ぴ価格を知っているから，輸入を除いた残余市場を考える

ことができる．図2には，¢D1から右側にある需要曲線がこれに相当する、

今，〃0は‘期における国内企業の隈界費用曲線（供給線）であるとしよう．

〃C’がD1）’を工点で交差するのは世界価楕が世界の全ての市場が均衡する

ように設定されているからである．輸入量が決まった後，国内企業が直面する

需要曲線は1）。D’となり，む期には輸入が固定されているからこの残余市場で

独占カを発揮できることになる・独占企業は隈界費用を隈界収入（図の〃R

曲線）に等しくするように行動するから，国内製品の価楮が1〕記で9勧は

供給される量である．明らかに，1〕記は輸入価格鳥より高くなり，〃0が右

上がりである限りこの結論は成り立つ、もちろん，国内市場では輸入・国産品

とも1〕也で売られるが輸入に対して巧と玲の差益は輸入業者あるいは輸

出国の生産者の予想外の利益として計上される．なお，時間の経過にともなっ
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て輸入量が増える可能性は十分に考えられるが，毎期毎期同様なことの繰り返

しで国内製品の価樒は輸入のそれより高く設定されるという結論は変わらない．

よって，国際貿易は国内企業による独占的行動の範囲を隈定するが国内市場構

造を競争的にすることはできない．

　以下，上述のようなモデノレの現実性を調ぺるため戦間期における日本の硫安

コニ業を例に検討してみよう．

3戦間期の日本の硫安工業一成長と市場構造

　国際貿易が国内市場構造に与える影響を考えるにあたって，まず貿易がない

場合の国内市場構造が非競争的になる可能性があるかどうかを確認しておく必

要がある　本節では戦間期の日本の硫安］二業の成長過程を踏まえながら上述の

点に着目したい．

　3，1戦間期の日本の硫安工業の発展9）

　戦前の日本の硫安工業の発展・成長は分析上の便宜から四つの時期に分けて

考えられる、第一次世界大戦が始まるまでの第一期は日本の硫安工業の創立時

期であった．この時期の日本の硫安の製造の殆どが，都市ガスまたはコークス

エ業の副産物としてのアンモニアを硫酸と化合させて造られたものであった

（副産硫安）．ゆえに，硫安の供給があくまでも親産業の発展に依存し市場価

格にはあまり影響を受けなかった．独立産業としての硫安工業の成立は1908

年に會木電気（後で日本窒素肥料）による変成硫安製造法（フヲンク・カロー

法）の導入によるものと言われている．ただし，1912年に日本での国産硫安

は僅か7千トンで国内需要の殆どが輸入によって賄われていた・

　第二期（1912－21）は二つの特徴を持っている．第一に，世界的な硫安工業

の観点からは，1910年代初頭にドイツで窒素と水素を直接に混合・圧縮するこ

とによるアンモニアを合成する方法が成功し，1913年に同国のBASF社によ

る工業化されたと言うことである．このハーバー・ボヅシュ法により硫安製造

のコストは著しく低下したが，特殊技術であったため入手が困難であった・第

二に，日本の硫安工業の観点からは，第一次世界大戦の開始による輸入断絶10）
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が硫安の国産化を促進させたと言うことである．この時期は日本の硫安工業の

本格的成立期とも言われている．また，日本はまだ合成硫安製造法体制には入

っていないが，変成硫安の製造が本格化し副産硫安法が後退した時期でもある．

　　　　　　表1戦間期における目本の硫安工業の成長及ぴ需給状況

時期　　　国内生産の
　　　　　　　　　　　　生　　産1
　　　　成長率1．2（％）
　　　　　　　　　　　　年平均
　　　　金　額数　量
　　　　べ＿スベ＿ス　　（千トン）

1912－16　　　　54，3　　　49．5

191アー21　　　41，0　　　28．1

1922＿26　　　　　3，0　　　11．1

ユ927－31　　　　5．4　　　1ア．4

1932－36　　　　14．ユ　　　17．4

1937－39　　　　15，8　　　14．9

　19，8

　69．6

116．8

260．4

583．4

1016．7

　　　　輸　　入3　　輸　　出4

自給率　　年平均　　　年平均
　　　　（千トン）　　　（千トン）

O．23

0，57

0，43

0，53

0，79

0．95

66，0

55．0

181．4

302．6

272．6

235．3

　1，6

22，8

69．6

119．2

176．7

　（資料〕1農林省賢材都『肥料要寛』（194ユ〕

　備　考：1．植民地での生産を除く．　　　2．揃獺に対する年平均複利率

　　　3。植民地からの輸入を含む　　　4．糊華地への輸出を合む
　自給率ヨ生産1（生産十輸入一輸出）

　表1は戦間期における日本の硫安工業の成長及ぴ需給状況を表わしたもので

ある。一目でみて分かるように，1912年から1921年までの時期は硫安工業の

成長が最も高かった時期である。初期値が低かったこともあるが，世界大戦に

よる輸入滅も重要な原因であった．国内生産の急増のインセンテイブとして国

内市場における高い価格が挙げられる．これは表の金額べ一スと数量べ一スの

成長率の差からも明らかである．この時期の前半（19ユ2－16）には日本におけ

る硫安自給率が0・23であったのに対して，後半には0．57にまで上昇してい

る．日本の硫安工業が急ピッチで成長したからである．

　日本の硫安工業の自立化の時期とも言われる第三期（1922－31）はさらに二

期に分けて考えるのがよい．前半期（ユ922，26）は第一次世界大戦とその後の

ヨーロッバ大陸の経済活動の回復まで保護されていた国内市場が再び輸入品に

曝されるようになる時期までである．前に述べたように，1910年代初頭にド

イツでは合成アンモニアを生産するハーバー・ボヅシュ法が開発され，硫安製

造のコストが著しく低下し，世界市場に於いても硫安の価格を低下させ，日本
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への輸入が急増した．当時日本の企業も合成アンモニアを生産する技術を入手

しようとしたが，当時ハーバー・ボヅシュ法に対抗する技術はなく巨額な投資

が必要なので実現できなかった．日本での合成硫安の生産が最初に行なわれた

のは1924年に日本窒素肥料株式会社がイタリアからカザーノレ法を安く入手す

ることに成功した後である．表1を見ても分かるように，国内生産の成長率が

1922－26年の時期には一番低かった．金額べ一スの成長率が数量のそれより

も低かったと言うことは硫安の値段が暴落したことに他ならない・このとき硫

安の自給率もO．43まで下がっている．

　第三期の後半（1927－31）に成長率は僅かに回復するが金額べ一スの成長率

は相変わらず数量べ一スのそれを下回った．原因はコストの低下以外にも，

1927年に始まる世界的な農業不振，当初のハーバー・ボヅシュ法に対抗する

ような技術の発達により各国の硫安工業の発展がもたらした世界的な規模での

超過生産と1929－31年の世界恐慌などにあった．このような状況の申で，世

界硫安業界がBASF社を中心に世界窒素協定（CIA）というカルテルを作り、

世界市場を分割し供給するようになった．1920年末この世界カルテルによる

日本市場へのダ1・ピイングが間題となったこともある．

　最後に，日本の硫安工業の戦前の成長・発展過程の第四期（1932－39）には

合成アンモニアの製造技術の選択メニューが多様化した緒果，新規参入と産業

の生産能カの増大がみられる一方，世界的な過剰供給を背景に硫安価格の下落

を防ぐため1931年半ばごろ国際窒素カルテルと日本硫安業界との間に協定が

結ぱれユ1〕，また国内において生産及ぴ価格統制も行なわれるようになった．

1932年10月に設立された硫安配給組合はこのような建値制およぴ販売統制を

目的としていた．このように，1932－39年の時期は日本の硫安工業のカルテ

ノレ化の時期とも理解できる．表1でも見られるように，この時期の硫安の成長

率は数量及び金額ぺ一スとも高かった．これは硫安価格が安定したことを意味

している．また，硫安の自給率はこの時期の終わりにはO－95にまで上昇して

いる．

　このような成長・発展過程の中で日本の国内生産市場の構造はどのようなも
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のであったか．次はこの点に注目して行きたい．

　3．2国内生産市場の構造］2）

　副産硫安生産者は国内市場においてあまり影響カを持たなかった．なぜなら，

前にも触れたように，副産硫安の供給は価格の変動よりも親産業の発達・成長

に依存していたからである．1908年に設立された日本窒素肥料（当時曾木電

気）と1915年に設立された電気化学工業による変成硫安の製造が日本の硫安

工業の自立化の第一歩であった．表2は戦間期における日本の硫安製造上位会

　　　　表2　国内硫安生産における上位会社のシ呈アー（1918－1936年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位！％）

年（乱）．（b）（c）（d）（e）（f）（9）（h）

1914

1915

1916

1917

1918

1919

1920

1921

1922

1923

1924

1925

1926

192ア

1928

1929

1930

1931

1932

ユ933

1934

1935

1936

47，2

53，8

55，4

51，3

65，5

66，7

64，1

57，7

57，1

53，6

56，2

46，8

46，3

47，8

46，7

41，0

58，8

56，1

46，9

45，6

44，5

41，8

36．0

9，4

16，1

24，6

20，8

22，8

23，7

17，9

20，4

20，3

28，1

29，4

28，8

28，2

27，6

27，5

15，8

12，0

10．ア

7，7

6I7

6．4

5，8

6，8

10，4

11．9

8．0

7．0

6．3

6．1

5．7

4．6

11，0

20，1

21，3

19，4

17，2

14．3

4．ア

4．8

7，3

10．0

7，7

10．0

o．9

4．4

3．5

4．3

9，0

16．1

63，2

71，5

75，9

86，3

89，5

87，8

75．6

η．5

ア3，9

84，3

76．2

ア5．1

ア6，0

74，3

68，5

74，6

68．1

6ア．0

66，9

63，9

59，0

52．1

81，1

78，9

86，5

79．1

η．7

74，6

74，9

68，0

66．4

資斗斗：雀令フk｛亘夫　（1980）　表6．pp．128－29．

（日〕日本窯素肥料　（b〕電気化学工棄　（o）大日本人造　（d）昭和肥料　（e）佳友化挙

（f）三池，東洋高圧　（g）上位2社　（h）上位3社

オ子会社朝鮮窯索の生産を含む一
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社のシェアーの推移を描いたものである．この表によると1930年まで日本の

国内生産の70％以上は上述の二会社によって支配されていた・その後，含成

硫安製造技術の普及により新規参入が活発化し会社数が増えたものの，上位三

社が生産の約70％を上位6社がほぼ90％を占めていた。このことは戦間期に

おける日本の硫安の生産市場が寡占的になりやすい状況であったことを示して

L・る．

　単に，企業数が少ないからと言って生産市場が寡占的になるとは限らないが・

利潤機会が十分あるのに新規参入が起こらないことがなんらかの参入障壁の存

在を示唆している．次節で述ぺるように，1930年まで硫安肥料を中心に肥料

産業の利潤は製造葉平均をはるかに上回っていた．だが，1920年代終わりか

ら1930年代にはいるまで新規参入はみられなかった。硫安工業に新規参入を

防ぐ要因として主に以下の二つが考えられる・

　第一は生産技術の特許権に関わる点である．日本で採用された硫安製造法は

殆ど輸入技術であったので，特許権の入手可能性が新規参入を規定する一つの

重要な要因であった．前に述ぺたように，1913年にドイツのBASF社が窒素

と水素を直接に合成する方法をヱ業化することに成功し・硫安製造コストを著

しく低下させた．戦争中日本への硫安の輸入断絶が国内生産者の利潤を急増さ

せたが，新規企業が終戦後の再輸入を恐れて新技術なしに参入を避けていたと

考えられる．住友，三井，三菱財閥がハーバー・ボッシュ法を入手しようとし

たが，条件が厳し過ぎて失敗に終わった13）・当時合成アンモニア製造法として・

このハーパー・ボソシュ法以外のものがあまりなかったし，あったとしても工

業化されてなかった．日本窒素が1924年に合成硫安の製造決定したのはこの

ような工業化されてなかったイタリアのカザール法によるものであった．1910

年代から1920年代にかけて世界各国で合成アンモニア製造法の開発は急ビヅ

チで進んでいた．この結果，ハーバー・ボッシュ法に代替する技術が1920年代

後半に開発され，特許入手も比較的簡単になった・表2でみられるように目本

硫安産業でも新規参入が本格化したのは1930年代であった・

　新規参入を規制する第二の要因は規模の経済の存在である・建設コストに対
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する詳しいデータは入手できないが，硫安の製造は気体素材を扱うので大規模

な生産設備の単位当り建設費用は小規模のそれより低いと考えられる．これは，

回本窒素または1920年代後半から1930年代に新規参入企業が選択した規模が

年産6万トンから10万トンのものが多かったことからも推測できる．第一窒

素が年産5万トン規模の設備を建設したが，年6千トンしか生産実現できなか

ったので3年後倒産に至った．住友化学も操業当初，小規模生産を選んだため

大きな損失を被ることになった．

　ところで，規模の経済が新規参入を抑制するのは最低生産規模が市場規模か

らみて犬きいときだけである．新規参入企業は参入にともなう生産（供給）の

増カロと価楕の下落の可能性を考慮して，参入により得られる利益を予測し意志

決定を行なうのが普通であろう．いま，戦間期における需要関数の推定から得

られた価楕弾カ値を基に1923年において当時経済的に最適と言われていた年

産6万と10万トン規模の生産増加はそれぞれ，トン当り32円と53円の価格

下落につながると計算される14〕．当時のコストの正確な計算はできないが，特

許権の入手，使用料と高い建設費用を考えれぱ，32円から53円の価格低下は

予測利潤を著しく低下させたには違いない．さらに，1920年代前半当時の上

位2社，日本窒素と電気化学，は生産能カのそれぞれ60％と50％しか稼働さ

せていなかったことも忘れてはならない．もしこの会社もフルに生産すること

を決定すれば，価格の低下は先に計算したものよりはるかに大きくなったであ

ろう．この意味で日本窒素と電気化学が持っていた余剰生産能カが「確かな脅

かし」としての性楮を持っていたとも考えられる．いずれにせよ，1920年代末

まで新規参入を抑制する要因として規模の経済の存在が重要であったことは十

分に考えられる．

　この節の議論を要約すれぱ，戦間期における日本の硫安工業の国内生産市場

は寡占的になりやすい状況にあったと言える、特に，1930年代にはいるまで，

技術入手が困難で最適規模が大きかったことと高い固定費用が新規参入を抑制

していた．1930年代にはいると新規参入が増えたものの，硫安配給組合によ

る生産統制と価椿決定などにより市場は非競争的になっていた、以上の状況の
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下で，国際貿易が企業行動や成果にどのような影響を与えたかを次節で検討す

、る．

4　国際貿易と企業行動・成果

　硫安を含む日本の肥料は明治32年9月より輸入関税が廃止され，その後戦

間期を通して肥料産業は完全な自由貿易の下で発展・成長してきた．しかし，

本研究の観点から戦間期を三つの時期に分けて考える必要がある．なぜなら，

ユ912’21年にあたる期間は戦争による欧州からの輸入が途絶えていた時期で

あった．また，前にも触れたように，1930年代に入ってから世界窒素カルテ

ルと日本の硫安業界との間で輸入調整が行なわれていた．この意味で，政府介

入がなかったからと言って，1910年代と1930年代の日本の硫安工業は自由な

貿易を直面していたとは言いきれない．1920年代だけが本質的に自由な貿易

の時期であった．本研究の目的，貿易の自由化が国内市場構造をどの様に影響

するか，を考えるためにもこのようなセットアヅプが適している．なぜなら，

1920年代での企業行動・成果を1910年代と1930年代のそれと比べることに

よって自由貿易の影響を明確にすることが可能になるからである。以下ではこ

の点について検討してみよう．

　ここで我々は国産硫安と輸入硫安の個i楕の推移と日本の硫安工業を1930年

代初めまで支配していた目本窒素（日窒）と電気化学工業（電化）のシェアー

を企業行動の指標として，利潤率を成果の指標として議論を進める一

　まず，価楕変動からみていくことにしよう、図3は国産晶価樒と輸入品の価

楯の比率である．ここで国産品の価権は国内生産額を数量で割ったもので生産

者価楕に近い．一方輸入品価樒は輸入金額を輸入量で割ったものなのでo・｛・∫

イ面樒と解釈できる．なお，貿易障壁が全然行なわれてなかったので，また硫安

は内外品とも同質的なものなので，国産品の価格は輸入（o・｛・∫）価格に等し

くあるいは低く設定されるはずである．図で言えぱ，国産品と輸入品の価格の

」1ヒ率は1あるいは1より小さい値が予想される．だが，1918年に一旦1より

小さくなったものの1928－30年まで1を完全に上回っている．その後，1932
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年を例外に1939年までまさにこの値が1を下回っている．それゆえ，日本硫

安工業の発展過程での本質的な自由貿易時期（1920年代）を通して国内品価

図3　国産と輸入硫安の相対価楕（1912－1939年）

1．4

内　1・3

外
硫　1．2
安
の
相　1・1

対

価1．o一一　　　　　　　　．一．．．．＿．．．
格

　　o．9

　　0．8
　　　ユ　ユ2　ユ4　　ユ6　　18　20　　22　　24　　26　　28　　30　　32　　34　　36　　38

　　　　　　　　　　　　　　年次

資料：表1に同じ

格が輸入価樒より高かったことが分かる、これは第2・3節で展開された世界供

給が非弾カ的な場合のモデノレの結果そのものを表わしている・

　表3と表4は窒素，主に硫安の中に含まれるものであるが，の世界的需給状

況を示したものである．表3によると，1920年代前半，欧州の主な硫安輸入

国の自給率が50％を下回ウていたものの，後半には100％を越えて輸出国に

　表31920年代における欧州諸国の自給率　　　表41920年代後半におけ

　　　　　　　　　　　ペル年　　スペイン　フランス　　ギ＿　イタリア

ユ924　　　　0．08

1925　　　　0．07

1926　　　　0．19

1427　　　0．Og

1928　　　0．09

1929　　　　0．10

1930　　　　0．07

1931　　　一

0．45　　　　　？　　　　　　0－4ア

O．45　　　　　？　　　　　　0，56

0，50　　　　　0，71　　　　0，92

0，52　　　　　0，73　　　　　1，14

0，67　　　　0，80　　　　　1，15

0，61　　　　　1，11　　　　　1，16

0，88　　　　　1，36　　　　　1，32

0．88　　　　　　－　　　　　1．38

費料：鈴木恒夫（1981）表　1，p．49I（58ア）．

る窯素の世界的生産
余剰（％）

1926＿27

192ア＿28

1928＿29

1929－30

1930＿31

1931＿32

1932－33

　O．0

　2，82

　2．95

14．57

＿4，48

　7I78

　3．55

資料：鈴木垣夫（1980）表5，pp．126－27．

　　　生産一涌費
生産余剰昌　　　　　100
　　　　生産

829



（58） 一橘論叢　第101巻　第6号

なったケースも見られる．また，表4は世界の窒素需給バランスを示している．

1926－27年に世界需給がバランスし，1927－28年頃から生産過剰が現われて

　　　　　　図4　総供給における日窒と電化のシェアー（1914－36年）

　　　　　　70

　　　　　　60

　　　　　　50　　　　シ
　　　　エ　　　　ア　40

　　　　％　30

　　　　　　20　　．．・へ
　　　　　　　　　　／　　　、
　　　　　　・・／　レ、一・／へ／へ“・・へ．“．＿

　　　　　　0
　　　　　　　1914ユ618202224262839323436
　　　　　　　　　　　　　　　　　　年次
　　　　　　　　　　　　　　一日本窒素…電気化学

　　　　　　　　　資料：表2に同じ

きた．その後の農業不振と世界恐慌の影響で生産余剰がますます増えた・2・3

節で展開されたモデルの枠組みで考えれぱ，1920年代前半世界の需給バラン

スが逼迫していて供給先を簡単にかえることは難しかったと考えられる．この

意味で，短期的な輸入曲線が固定されていて国内企業は残余市場で輸入価椿よ

りも高い価楕を設定することができた．だが，この短期的な輸入曲線は毎期毎

期右側にシフトすることにより国産及ぴ輸入品の価格が下がっていった．ち

なみに，1920年代後半になると，余剰生産能カが世界的に高まり輸入の供給

が弾カ的になり輸入曲線を短期的に固定する要因がなくなった．ゆえに，国産

品の価格も輸入品のそれを下回るようになったと言える．

　上述の議論は価格決定メカニズムから企業行動を捉えたものであるが，日本

の硫安業界を支配していた上位2企業のシェアーの動きからも1920年代の硫

安製造企業の行動を読みとることができる．次にこの点について考えてみよ

う．

　図4は1914－36年までの日本市場への硫安の供給（国内生産十輸入）にお

ける目窒と電化のシェアーの動きを捉えたものである．ユ920年代に入ってか
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ら日窒のシェアーが急激に低下しているのに対して，電化のシェアーがほぼ一

定していることが目立つ．これは表2に掲げた国内生産における日窒と電化の

　　　　　　　　図5　日窒と電化の利潤率の推移（1914－40年）
50

40

対　30
自
己
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本
利
　　10澗
率
　　　o

　　－10

＾
ハ

’　．

1！、　．・
，。・　　、　。・’　　　．・‘、
一　　　w　　　　　　　・．

・’

1914　16　　18　　20　　22　　24　　26　　28　　30　　32　　34　　36　　38　　40

　　　　　　　　　　　年次
　　　　　　　一日本窒素一・・電気化学

　　　　　　　　　　資料1表5に同じ

シェアーの動きからも明かである．日窒がコスト面で電化より優れていたこと

が当時の硫安産業に関する文献で度々主張されている15）・硫安製造は電力をた

くさん要するので，コストの重要な要素である・1920年代前半まで両者が変

成硫安製造法による生産していたが，日窒が社内発電所を持っていたのに対し

て電化が必要な電カを外部から購入していたことが日窒のコスト優位性の主な

要因と言われている16）．また，1920年代後半には日窒が合成硫安法に移行し

たのに，電化は変成法による生産を続けていた・前にも述べたように，合成硫

安の製造コストは変成法のそれよりも低いことから日窒のコストが低くなった

はずである17）．なのに，1920年代を通して電化のシェアーが一定で目窒のシェ

アーが急激に低下したのはなぜか。

　図には現われていないが，この疑間をさらに深めるもう一つの理由がある．

つまり，1920年代前半，両社の生産設備の稼働率が50％一60％であったが，

1920年代末頃それが100％に近くなった。なぜ日窒が，コスト優位性を持って

いるのに稼動率を高め生産を増やさなかったかは不思議に恩われる。また，

1928－30年にかけてなぜ稼働率を100％にまで増カロさせたかも凝問である．
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　これらの疑問に答えるのは簡単ではないが，一つの主要な説明として当時の

日本の硫安企業が寡占的に行動していたと言うことが考えられる．すなわち，

日窒が輸入を除いた残存国内市場における価格主導権を持っていたと考えられ

る・いま，日窒が市場シュアーよりも利潤最大化を追求していたとすれぱ，市

場シェアーは重要な意味を持たなくなる．その場合，日窒が，］スト面で優れ

ていたから残存市場で隈界費用を隈界収入に等しくなるように価格設定を行な

っていたことになろう．他の企業は日窒が設定した価格でいくらでも売ること

ができたが，この価格を下回ることはできなかった．なぜなら，日窒の稼働率

が低く，余剰生産能カを持っていたからである．日窒が持っていたコスト優位

と余剰生産能カがr確かな脅かし」として通用したことに他ならない．このよ

うに考えると，企業行動を理解するには市場シェアーだけでなく企業行動が生

」む成果，つまり利潤率の動き，も重視しなけれぱならない．さて，実際のデー

　　義5　目窒と電化の利潤率の推移　　　　タでこの推論を裏付けることがで

時期　　　　　　　　目窒　　電化　　きるかを検討してみよう．

1915－20平　均　　40・42　　30－45　　図5と表5が日窒と電化の利潤
　　　　　標準偏差　　　7．22　　　ア．31
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　率の動きを捉えたものである．こ
　　　　　変動係数　　　0，18　　　0．24

1921－26平　均　　19．0ア　　11．82　　こでの利潤率は減価償却を除いた

　　　　　標準偏差　　3・28　　2・78　　自己資本に対する利潤率である．

　　　　　変動係数　　　0，17　　0．24
192ア＿32平　均　　13．57　　5221　そうした理由は，データ上の利潤

　　　　　標準偏差　　　3，56　　6．34　　が利子支払いを差引いたものであ

　　　　　変動係数　　　0，25　　　1．09
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るから，総資本に対する利潤率は
　1933－40平均　9．2910．68
　　　　　標準偏差　　O・84　　1・01　借入れの差によって，バイアスを
　　　　　変動係数　　　O．09　　　0．09
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もたらすと判断したからである．
資料：］929－30年まては、東洋艦済新報社編『事案会社経
　　営効率の研究』（1g32）．　　　　　　　　図5からすぐ分かるように，1920
　　1930－31年からほ，三菱経済研究所煽『本邦事棄成
　　船析』（1940）。　　　　　　　　　　　年代を通して日窒の利潤率は電化
　1．1927年を合まない．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のそれをはるかに上回っていたこ

とが分かる。同じことは表5からも読み取れる　19ユ5－20年の時期には電化

の利潤率は日窒の利潤率の75％程度であった．また，この時期，輸入品との
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競争があまりなかったので，利潤率も比較的安定していた．これは表5に掲げ

られている変動係数が小さいことから分かる・1921－27年の時期には輸入増

が利潤率を低下させたが，国内企業の相対利潤率と変動係数には大きな変化が

みられない．電化の利潤は日窒の62％まで下がるが，両社の利潤の安定性は

前期と変わらない、それゆえ，この時期の両社の行動は前期とあまり変わらな

かったと考えられる．これに対して，1927－32年の間は前にも触れたように，

輸入競争が世界的な余剰生産能カの出現により激しくなった．また，技術入手

条件が緩んだため，国内市場への新規参入も計画されていた・この新規参入を

防ごうとして日窒と電化両社が稼働率を100％まで上げた．ここでの両社のコ

スト条件の違いがはっきりと出て，日窒の利潤率は前期に比べて30％程下が

ったに対して，電化の揚合50％以上下がっている17）．また電化の利潤率は日

窒よりもっと不安定になっている・1932年以降・国内市場への新規参入が実

現したが，国の内外の市場でカルテル化が進んで市場は非競争的となっていた。

国内で硫安配給組合により生産規制が行なわれ，各企業の利潤はほぽ同水準で

安定した．このように，1920年代の企業シェアーと利潤率の動きを他の時期

と比較してみると，1920年代の企業行動は寡占的であったことが明らかであ

る．

5　おわりに

　上述の議論から，日本の硫安製造業者が1920年代に自由貿易が行なわれて

いたにもかかわらず，寡占的な行動を行えたことは明確である・このような行

動が行なわれた背最には硫安産業が要する高い固定費用，新規参入を防ぐ技術

面での困難，世界需給パランスの逼迫により短期的に固定されていた輸入曲線

などが挙げられる．これはまさに2．3節で展開された我々のモデノレに沿ってい

ることが言えよう．

　1）　最近の市場構造の議論は潜在的競争を重視し，企業数が少なくても，市場が競争

　　的になることを主張している．Baumo1他（1982）の“oonte昌table　markets”の議

　　論は，このような議論の代表的な例である．Contestable　marketsの場合，独占企

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　833
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　業が潜在的新規参入を恐れて隈界費用が価格に等しくなるような行動をとるように

　　なっている。伊東元重，他（1988）も参照せよ．

2）産業政策との関連で展開されている最近の議論は非競争的市場が必然的に経済厚

　生の低下につながることを示している．外部経済が著しい場合や研究開発競争の場

　合に起こりうる過当投資・過当競争を考慮したこのような議諭は，伊東元璽，他

　（1988）にようて展開されている．

3）例外としてKra口se（1962）が挙げられる．

4）Caves他（1980）の国際貿易の下でのカナダ市場における大掛かりな分析は興味

　深い．

5）　ここでは国内生産が世界全体の生産量のごく一都に過ぎないという仮定がおかれ

　ている．

6）　もちろん，D刀’曲線の上での限界収入線と隈界費用線の交点が理也より右側に

　位置するならぱ，国内企業がその独占力をフルに活用できる、それよりも左側であ

　れぱP｛が有効になる．

ア）注6の議論はここでも有効である．さらに，限界収入曲線と隈界費用曲線がXの

　様な点で交わっているならぱ，国内市場において1〕｛価楕で0ρ包を供給し，世界

　市場において1〕ωでZ亙を輸出することにより企業利潤が1〕ψ工Pωだけ増加す

　る．

8）　r確かな脅かし」（潜在的な新規参入者に対する脅威）としての余剰能カについて

　は例えぱ，寺西（1967），Spenoe（1977），伊東他（1988）を参照せよ．

9）戦前の目本の硫安工業の発展・技術関係と市場構造の詳細はKhosla（1984）第

　3章とそこに挙げられている文献を参照せよ．

ユO）　この時期にはまだイギリスが最大の輸出国であった・1914年にイギカスが戦争

　に巻き込まれた時期から目本への輸出が急減した．

u）　この藤原・ボヅシュ協定は目本への輸入制限や世界市場での日本の輸出とその個

　格を規制するものであった．詳しくは柴村羊五（1943），鈴木恒夫（19η）を参照．

12）詳細はKhosla（1984）第3章を見よ．

13）橋本（1981）によれぱ，この条件は以下のものであった．10万トン能カの工場

　の推定建設費用は5千万円，特許料は5百万円，僕周最はトン当り25円．

14）　Khosla（1984）第3章．

ユ5）例えば佐藤（ユ930）．

ユ6）Haber（1971）に掲げられているPOlitt氏の計算によると，1トン窒素を得るに

　は変成硫安法が石炭12．7トン相当のエネルギーを要するのに対して，合成アンモニ

　アの場合，石炭6－3－6．7トン相当のエネルギーで十分である．
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17）電化は1927年に巨犬な損失を出しているが上述の計算には入っていない・これ

　も考慮すれぱ，192アー32年の時期，電化は赤字を出していることになる、
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